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交通安全対策基本法（抄） 昭和四十五年六月一日法律第百十号 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、交通の安全に関し、国及び地方公共団体、車両、船舶及び航空機の使用

者、車両の運転者、船員及び航空機乗組員等の責務を明らかにするとともに、国及び地方公

共団体を通じて必要な体制を確立し、並びに交通安全計画の策定その他国及び地方公共団体

の施策の基本を定めることにより、交通安全対策の総合的かつ計画的な推進を図り、もつて

公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。 

（地方公共団体の責務） 

第四条 地方公共団体は、住民の生命、身体及び財産を保護するため、その区域における交通

の安全に関し、国の施策に準じて施策を講ずるとともに、当該区域の実情に応じた施策を策

定し、及びこれを実施する責務を有する。 

（施策における交通安全のための配慮） 

第十一条 国及び地方公共団体は、その施策が、直接的なものであると間接的なものであると

を問わず、一体として交通の安全に寄与することとなるように配慮しなければならない。 

第二章 交通安全対策会議等 

（市町村交通安全対策会議） 

第十八条 市町村は、市町村交通安全計画を作成し、及びその実施を推進させるため、条例で

定めるところにより、市町村交通安全対策会議を置くことができる。 

２ 前項に規定するもののほか、市町村は、協議により規約を定め、共同して市町村交通安全

対策会議を置くことができる。 

３ 市町村交通安全対策会議の組織及び所掌事務は、都道府県交通安全対策会議の組織及び所

掌事務の例に準じて、市町村の条例（前項の規定により置かれる市町村交通安全対策会議に

あつては、規約）で定める。 

（関係行政機関等に対する協力要求） 

第十九条 中央交通安全対策会議、都道府県交通安全対策会議及び市町村交通安全対策会議

（市町村交通安全対策会議を置かない市町村にあつては、市町村の長。次条並びに第二十六

条第一項及び第五項において同じ。）は、その所掌事務を遂行するため必要があると認める

ときは、関係行政機関の長（関係行政機関が委員会である場合にあつては、関係行政機関）

及び関係地方行政機関の長、関係地方公共団体の長その他の執行機関並びに政令で定めるそ

の他の関係者に対し、資料の提供その他必要な協力を求めることができる。 

第三章 交通安全計画 

（市町村交通安全計画等） 

第二十六条 市町村交通安全対策会議は、都道府県交通安全計画に基づき、市町村交通安全計

画を作成するよう努めるものとする。 

２ 市町村交通安全対策会議を置かない市町村の長は、前項の規定により市町村交通安全計画

を作成しようとするときは、あらかじめ、関係指定地方行政機関の長及び関係地方公共団体

の長その他の執行機関の意見を聴かなければならない。 

３ 市町村交通安全計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 市町村の区域における陸上交通の安全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱 
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二 前号に掲げるもののほか、市町村の区域における陸上交通の安全に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するために必要な事項 

４ 市町村長は、市町村の区域における陸上交通の安全に関し、当該年度において市町村が講

ずべき施策に関する計画（以下「市町村交通安全実施計画」という。）を作成するよう努め

るものとする。この場合において、市町村交通安全実施計画は、都道府県交通安全実施計画

に抵触するものであつてはならない。 

５ 市町村交通安全対策会議は、第一項の規定により市町村交通安全計画を作成したときは、

速やかに、その要旨を公表するよう努めるとともに、市町村交通安全計画を都道府県知事に

報告しなければならない。 

６ 市町村長は、第四項の規定により市町村交通安全実施計画を作成したときは、速やかに、

これを都道府県知事に報告しなければならない。 

７ 第二項及び第五項の規定は市町村交通安全計画の変更について、前項の規定は市町村交通

安全実施計画の変更について準用する。 

（地方公共団体の長の要請等） 

第二十七条 地方公共団体の長は、都道府県交通安全計画又は市町村交通安全計画の的確かつ

円滑な実施を図るため必要があると認めるときは、当該地方公共団体の区域の全部又は一部

を管轄する指定地方行政機関の長及び関係地方公共団体の長その他の執行機関に対し、これ

らの者が陸上交通の安全に関し処理すべき事務について、必要な要請をし、又は法令の定め

るところにより必要な勧告若しくは指示をすることができる。 

第二十八条 地方公共団体の長は、当該地方公共団体の区域における海上交通又は航空交通の

安全に関し必要があると認めるときは、交通安全基本計画又は交通安全業務計画（これらの

計画のうち、陸上交通の安全に関する部分を除く。）の作成又は実施に関し、中央交通安全

対策会議及び関係指定行政機関の長に対し、必要な要請をすることができる。 


